
１ 　決算規模

　 平成２０年度の市町村の普通会計決算額は、
歳入総額　：　５８２，６１８百万円　（  Ｈ１９ ：５７４，９１０百万円 、差額７，７０８百万円、１．３％）
歳出総額　：　５５７，４３９百万円　（  Ｈ１９ ：５６１，３１７百万円 、差額△３，８７９百万円、△０．７％）

第１表　　決算規模の状況

増減率 増減率 増減率
市町村計 551,017,295 0.2 574,910,142 4.3 582,617,835 1.3

歳入 都市計 391,437,220 2.0 411,593,216 5.1 419,493,117 1.9
町村計 159,580,075 △ 4.1 163,316,926 2.3 163,124,718 △ 0.1

市町村計 535,360,888 △ 0.3 561,317,321 4.8 557,438,790 △ 0.7
歳出 都市計 380,565,117 1.2 402,926,682 5.9 401,920,361 △ 0.2

町村計 154,795,771 △ 3.8 158,390,639 2.3 155,518,429 △ 1.8

２ 　決算収支

（１）   実質収支

（２）　単年度収支

（３）　実質単年度収支

となっている。
　
　 歳入については、財産収入が減少したものの、地方税や地方交付税、国庫支出金が増加した結果、
対前年度１.３％の増となった。歳出については、補助費等、繰出金は増加したが、人件費、公債費など
の義務的経費や普通建設事業費などの投資的経費及び積立金が減少したことにより、０.７％の減となっ
た。

区　　　分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

（１）平成２０年度市町村決算の概要（普通会計）

　 単年度収支に財政調整基金の積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金の取崩額
を差し引いた実質単年度収支の総額は、６，２２４百万円（Ｈ１９：１，９１３百万円）となっている。

第１図　決算規模の推移

 　平成２０年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収支の総額は、９０２百
万円（Ｈ１９：△１，４９８百万円）となっている。

（注）　昭和４７年度は、１０．５月分の数値である

 　平成２０年度の歳入歳出差引額（形式収支）から、繰越事業への充当財源として翌年度に繰り越
すべき額を控除した実質収支総額は、１１，２７８百万円(Ｈ１９：１０，３７６百万円)の黒字となってお
り、４１団体（１１市１１町１９村）全てにおいて黒字となっている。

（単位：千円、％）
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第２表　　決算収支の状況
（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 平成１９年度 平成２０年度 平成１９年度 平成２０年度

411,593,216 419,493,117 163,316,926 163,124,718 574,910,142 582,617,835

402,926,682 401,920,361 158,390,639 155,518,429 561,317,321 557,438,790

8,666,534 17,572,756 4,926,287 7,606,289 13,592,821 25,179,045
翌年度に繰り越

1,932,553 10,773,856 1,283,949 3,126,703 3,216,502 13,900,559

6,733,981 6,798,900 3,642,338 4,479,586 10,376,319 11,278,486

△ 1,201,534 64,919 △ 296,459 837,248 △ 1,497,993 902,167
財政調整基金積立金

4,619,147 4,732,949 4,785,745 4,500,995 9,404,892 9,233,944

94,682 861,041 36,726 34,268 131,408 895,309
積立金取り崩し額

4,044,189 2,368,250 2,080,966 2,438,931 6,125,155 4,807,181
実質単年度収支

△ 531,894 3,290,659 2,445,046 2,933,580 1,913,152 6,224,239

３ 　歳入
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F+G+H-I   J

　依存財源の状況をみると、地方交付税が、地方再生対策費の創設等により５，４５３百万円、

４．３％の増、国庫支出金が定額給付金事業等により３，６７０百万円、３．１％の増となっている。

　地方税に地方交付税等を加えた一般財源の総額は、 ２８７,８９９百万円で、前年度に比較し、

８，７６７百万円、３．１％の増となっており、 歳入全体に占める割合は、０．８ポイント増の４９．

４％となっている。

　歳入の内訳を構成比でみると、地方税が１３６，４１５百万円（構成比２３．４％）で最も高く、続
いて、地方交付税１３２,６１４百万円(同２２.８％)、国庫支出金１２１,２００百万円 (同２０.８％
) 、地方債 ４８，０５９百万円(同８．２％）、都道府県支出金４４，３５８百万円（同７．６％）、
の順となっており、前年度に引き続き、地方税が地方交付税を上回る結果となった。
　これを都市・町村別にみると、都市では地方税（２５．８％）が最も高く、続いて、国庫支出金
（２３．０％）、地方交付税(１９.９％)となっているのに対し、町村では地方交付税(３０.１％)、地
方税（１７．２％）、国庫支出金（１５．２％）の順となっており、都市に比べ、町村では自主財源で
ある地方税の割合が低く、依存財源である地方交付税の割合が依然として高くなっている。

　地方税等の自主財源総額は、２１０,５０６百万円で、前年度に比べ４,５６３百万円、２．１％の減
となっている。
　歳入総額に占める割合（自主財源比率）は、３６．１％となっており、財産収入が大幅に減となった
ことにより前年度（３７．４％）に比べ、１．３ポイントの減となっている。
  これを全国平均（Ｈ１９：５０．２％）と比較すると、１４．１ポイント低くなっている。

　主な歳入項目を前年度比較でみると、自主財源は、地方税が、固定資産税の負担調整措置等により
３，９６６百万円、３．０％の増、諸収入が那覇市の貸付金元金収入等により３，３４１百万円、
２９．４％の増となったものの、財産収入が、那覇市及び北谷町の土地の売払い収入が大幅に減となっ
たこと等により１１，２２９百万円、４７．２％の減、寄付金が、糸満市における一般寄付金の減等に
より９２３百万円、７１．４％の減となったことにより、全体として４，５６３百万円、２．１％の減
となっている。

　税の徴収率は８９．０％となっており、前年度（８８．５％）に比較して０．５ポイント増加した
が、全国平均（Ｈ１９：９３．７％）と比較すると依然として開きがあり、徴収率の向上が大きな課題
となっている。
　



第３表　　歳入決算の状況

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率
155,179,922 37.0 △ 2.6 55,325,782 33.9 △ 0.7 210,505,704 36.1 △ 2.1
108,424,718 25.8 3.1 27,990,054 17.2 2.4 136,414,772 23.4 3.0

3,855,287 0.9 △ 1.3 967,551 0.6 3.2 4,822,838 0.8 △ 0.4
5,750,994 1.4 1.6 2,467,735 1.5 0.6 8,218,729 1.4 1.3
2,063,997 0.5 0.8 810,728 0.5 2.6 2,874,725 0.5 1.3
4,983,215 1.2 △ 61.1 7,601,386 4.7 △ 31.0 12,584,601 2.2 △ 47.2

270,898 0.1 △ 77.2 99,041 0.1 △ 6.5 369,939 0.1 △ 71.4
10,857,871 2.6 6.5 6,565,016 4.0 32.7 17,422,887 3.0 15.1
8,328,683 2.0 △ 21.2 4,758,679 2.9 2.6 13,087,362 2.2 △ 14.0

10,644,259 2.5 35.1 4,065,592 2.5 16.4 14,709,851 2.5 29.4

264,313,195 63.0 4.8 107,798,936 66.1 0.2 372,112,131 63.9 3.4
3,334,313 0.8 △ 7.0 1,307,874 0.8 △ 2.8 4,642,187 0.8 △ 5.8

311,811 0.1 0.4 80,596 0.0 0.8 392,407 0.1 0.5
61,721 0.0 △ 77.9 15,890 0.0 △ 78.0 77,611 0.0 △ 78.0
28,326 0.0 △ 63.9 7,358 0.0 △ 63.3 35,684 0.0 △ 63.8

7,930,971 1.9 △ 4.2 2,135,844 1.3 △ 6.1 10,066,815 1.7 △ 4.6
310,907 0.1 8.1 363,961 0.2 7.1 674,868 0.1 7.6
936,257 0.2 △ 1.5 424,470 0.3 △ 0.8 1,360,727 0.2 △ 1.2

1,279,656 0.3 34.6 340,389 0.2 39.8 1,620,045 0.3 35.6
83,519,824 19.9 4.3 49,094,510 30.1 4.2 132,614,334 22.8 4.3

156,033 0.0 △ 8.4 47,194 0.0 △ 9.0 203,227 0.0 △ 8.5
96,440,112 23.0 6.1 24,760,313 15.2 △ 7.1 121,200,425 20.8 3.1
3,573,601 0.9 △ 0.6 3,233,725 2.0 0.0 6,807,326 1.2 △ 0.3

29,029,318 6.9 0.1 15,328,452 9.4 △ 0.0 44,357,770 7.6 0.1
37,400,345 8.9 10.5 10,658,360 6.5 2.4 48,058,705 8.2 8.6
8,762,555 2.1 △ 6.3 3,661,007 2.2 △ 10.5 12,423,562 2.1 △ 7.6

419,493,117 100.0 1.9 163,124,718 100.0 △ 0.1 582,617,835 100.0 1.3
206,138,504 49.1 3.1 81,760,946 50.1 3.2 287,899,450 49.4 3.1

（注）

　　　　　　　　　　（注）全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除き、歳入額にはNTT債補助金を含まない。

都　　　市　　　計 町　　　村　　　計 市　　町　　村　　計

第２図　歳入決算額の構成比（市町村計）

区　　　　　　　分

自主財源
　地方税
　分担金及び負担金
　使用料
　手数料
　財産収入
　寄付金
　繰入金
　繰越金
　諸収入

依存財源
　地方譲与税

　地方特例交付金

　交通安全対策特別交付金

　利子割交付金

　地方消費税交付金

　配当割交付金
　株式等譲渡所得割交付金

第４図　自主財源比率の推移

歳入合計
  　　うち一般財源

　うち一般財源は､地方税､地方譲与税､利子割交付金､配当割交付金､株式等譲渡所得割交付金､地方消費税交付金､ゴルフ場利用税交付金､自動車取
得税交付金､地方特例交付金、地方交付税の計である。また､構成比については､各項目の計と合計値が端数調整のため一致しない場合がある。

（注）各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。

第３図　歳入決算額の構成比（都市・町村別）

（単位：千円、％）
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４ 　歳出

(1) 　 目的別歳出の状況

第４表　目的別歳出決算の状況

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

議会費 3,314,910 0.8 △ 2.8 2,111,606 1.4 △ 2.6 5,426,516 1.0 △ 2.7

総務費 59,109,956 14.7 9.9 29,477,843 19.0 4.0 88,587,799 15.9 7.9

民生費 140,892,600 35.1 3.3 33,655,180 21.6 7.8 174,547,780 31.3 4.1

衛生費 21,733,705 5.4 8.7 10,224,083 6.6 △ 0.2 31,957,788 5.7 5.7

労働費 622,198 0.2 10.6 83,764 0.1 115.3 705,962 0.1 17.4

農林水産業費 13,874,417 3.5 △ 1.6 17,144,481 11.0 △ 11.6 31,018,898 5.6 △ 7.4

商工費 3,508,101 0.9 △ 6.7 1,665,215 1.1 △ 37.5 5,173,316 0.9 △ 19.5

土木費 55,533,704 13.8 △ 12.9 20,010,150 12.9 △ 19.8 75,543,854 13.6 △ 14.9

消防費 9,433,084 2.3 △ 15.1 4,578,215 2.9 1.0 14,011,299 2.5 △ 10.5

教育費 52,405,090 13.0 3.4 19,980,698 12.8 11.3 72,385,788 13.0 5.4

災害復旧費 106,087 0.0 △ 69.9 427,498 0.3 △ 41.9 533,585 0.1 △ 51.0

公債費 41,318,769 10.3 △ 7.3 15,952,451 10.3 △ 0.2 57,271,220 10.3 △ 5.5

諸支出金 67,740 0.0 △ 81.6 203,612 0.1 22.8 271,352 0.0 △ 49.2

前年度繰上充用金 0 0.0 － 3,633 0.0 － 3,633 0.0 －

歳出合計 401,920,361 100.0 △ 0.2 155,518,429 100.0 △ 1.8 557,438,790 100.0 △ 0.7

（単位：千円、％）

区　　　　　分

　 目的別歳出の内訳を構成比でみると、民生費が１７４，５４８百万円（構成比３１．３％）で最も大

きく、続いて総務費８８，５８８百万円（同１５．９％）、土木費７５，５４４百万円（同１３．６％）、教育費

７２，３８６百万円（同１３．０％）、公債費５７，２７１百万円（同１０．３％）の順となっている。

　 これを都市・町村別の特徴でみると、都市では生活保護の実施等により民生費の３５．１％が最

も高く、町村の２１．６％に比較し１３．５ポイント高くなっている。また、町村では農林水産業費が１

１．０％と都市の３．５％に比較して７．５ポイント高くなっている。

　 次に前年度比較で増減状況をみると、民生費が後期高齢者医療広域連合への負担金や、障害

者福祉サービスに係る経費の増等により６，９４１百万円、４．１％の増、総務費が基金への積立の

増等により６，４５６百万円、７．９％の増、教育費が那覇市の奥武山野球場整備事業や南城市の

小学校改築事業等により３，７２１百万円、５．４％の増、土木費が沖縄市、嘉手納町の米軍基地所

在市町村活性化特別事業の終了等により１３，１８４百万円、１４．９％の減、公債費が那覇市の繰

上償還の減等により３，３０６百万円、５．５％の減、農林水産業費が北谷町の浜川漁港多目的利

用施設整備地区開発基金への積立の減等により２，４７７百万円、７．４％の減、災害復旧費が台

風被害の減等により５５５百万円、５１．０％の減、諸支出金が宮古島市の庁舎等建設基金積立金

の減等により２６２百万円、４９．２％の減となっている。

（注）　各項目の計と合計値は端数調整のため一致しない場合がある。

第５図　目的別歳出決算の構成比（市町村計）

都　　市　　計 町　　村　　計 市　町　村　計

（注）　構成比については、各項目の計と合計値が端数調整のため一致しない場合がある。
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（単位：％）

（２）　性質別歳出の状況

ア．　義務的経費

イ．　投資的経費

第６図　目的別歳出決算構成比（都市・町村別）

 　性質別歳出の状況をみると、 義務的経費が  ２６０，３１７百万円（構成比４６．７％）、  投資的経費

１２４,５５３百万円（同２２．３％）、その他経費１７２，５６９百万円（同３１．０％）となっている。

 　また、前年度比較で増減状況をみると、義務的経費が３，６３２百万円、１．４％の減、投資的経費が

４，６５４百万円、３．６％の減、その他の経費が４，４０７百万円、２．６％の増となっている。

　 これを都市・町村別の特徴でみると、都市では扶助費の割合が高く、義務的経費が５０．６％となってお

り、町村の３６．５％に比較し、１４．１ポイント高くなっている。一方、町村では投資的経費が２５．５％となっ

ており、都市の２１．１％に比較し、４．４ポイント高くなっている。

　 投資的経費の内訳をみると、普通建設事業費が１２４，０１９百万円で、前年度に比較し、４，０９９百

万円、３.２％の減となっている。このうち、補助事業費は９１，９６２百万円で、沖縄市や嘉手納町の米

軍基地所在市町村活性化特別事業の終了等に伴い、前年度に比較し、９，４７７百万円、９．３％の減

となっている。

 　また、単独事業費は、３１，０１０百万円で、前年度に比較し、５，６９４百万円、２２．５％の増となって

いる。これは主に那覇市の保健センター用地の購入等によるものである。

　 なお、補助事業費と単独事業費の構成比をみると、本県が補助事業費１６．５％、単独事業費　　５．

６％となっているのに対し、全国市町村平均（平成１９年度）は補助事業費４．９％、単独事業費　　７．

４％と対照的な構成比となっている。

　これは、本県の場合、自主財源が乏しいなかで、沖縄振興計画に基づく諸施策の推進等により、補助

事業費の構成比が全国平均を上回り、逆に、単独事業費は、全国平均を下回っているものである。

 　災害復旧事業費は、５３４百万円で前年度に比較し、５５５百万円、５１．０％の減となっている。これ

は台風による災害の減等によるものである。

 　義務的経費の内訳をみると、人件費が１００，６９４百万円で、職員給、退職金の減等により前年度に

比較して３，８０２百万円、３．６％の減となっている。

　 扶助費は１０２，３５２百万円で、生活保護費、障害者福祉サービスに係る経費、私立保育所運営費

負担金の増加等により前年度に比較し、３，４７６百万円、３．５％の増となっている。

 　公債費は５７，２７１百万円で、那覇市の繰上償還の減等により前年度に比較し、３，３０６百万円、

５．５％の減となっている。
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ウ．　その他経費

第５表　　性質別歳出決算の状況　　

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率

義務的経費 203,505,888 50.6 △ 1.7 56,811,293 36.5 △ 0.3 260,317,181 46.7 △ 1.4

　　人件費 72,499,454 18.0 △ 4.1 28,194,389 18.1 △ 2.5 100,693,843 18.1 △ 3.6

　　扶助費　　 89,687,665 22.3 3.3 12,664,481 8.1 4.8 102,352,146 18.4 3.5

　　公債費 41,318,769 10.3 △ 7.3 15,952,423 10.3 △ 0.2 57,271,192 10.3 △ 5.5

投資的経費 84,967,927 21.1 △ 3.2 39,585,066 25.5 △ 4.4 124,552,993 22.3 △ 3.6

　　普通建設事業費 84,861,840 21.1 △ 3.0 39,157,568 25.2 △ 3.7 124,019,408 22.2 △ 3.2

　　　補助事業費 62,459,776 15.5 △ 10.2 29,502,176 19.0 △ 7.4 91,961,952 16.5 △ 9.3

　　　単独事業費 21,653,929 5.4 29.1 9,355,628 6.0 9.5 31,009,557 5.6 22.5

　　　国直轄負担金等 748,135 0.2 △ 31.8 299,764 0.2 12.8 1,047,899 0.2 △ 23.1

　　災害復旧事業費 106,087 0.0 △ 69.9 427,498 0.3 △ 41.9 533,585 0.1 △ 51.0

　　失業対策事業費 0 0.0 - 0 0.0 - 0 0.0 -

その他経費 113,446,546 28.2 4.9 59,122,070 38.0 △ 1.5 172,568,616 31.0 2.6

　　物件費 38,382,959 9.5 2.9 20,699,574 13.3 3.3 59,082,533 10.6 3.0

　　維持補修費 2,161,477 0.5 △ 7.2 751,619 0.5 △ 17.0 2,913,096 0.5 △ 10.0

　　補助費等 24,973,937 6.2 24.1 16,878,087 10.9 4.4 41,852,024 7.5 15.3

　　積立金 9,214,810 2.3 △ 25.5 6,601,545 4.2 △ 36.5 15,816,355 2.8 △ 30.5

　　投資及び出資金 99,112 0.0 87.6 58,070 0.0 △ 14.8 157,182 0.0 29.9

　　貸付金 1,185,320 0.3 201.0 52,042 0.0 6.1 1,237,362 0.2 179.4

　　繰出金 37,428,931 9.3 5.2 14,077,500 9.1 13.7 51,506,431 9.2 7.4

　　前年度繰上充用金 0 0.0 - 3,633 0.0 皆増 3,633 0.0 皆増

歳　出　合　計 401,920,361 100.0 △ 0.2 155,518,429 100.0 △ 1.8 557,438,790 100.0 △ 0.7

第７図　性質別決算額の構成比（市町村計）

（注）１　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。
（注）２　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。
（注）３　義務的経費、投資的経費及びその他経費の各々の構成比の計と合計値は端数調整のため一致しない場合がある。

　 その他経費は、１７２，５６９百万円で前年度に比較し、４，４０７百万円、２．６％の増となっている。

 　これは、補助費等が基金や国への償還金の増等により５，５６８百万円、１５．３％の増、繰出金が後

期高齢者医療事業特別会計等への繰出金の増により３,５３９百万円、７．４％の増となっていること等に

よるものである。

（注）２　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。

（注）３　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。

（単位：千円、％）

区     　　分
都　　市　　計 町　　村　　計 市　　町　　村　　計

（注）１　端数調整により各々の内訳の計が合計値と一致しない場合がある。

義務的経費
46.7%

投資的経費
22.3%

その他の経費
31.0%

その他の投資 0.3%

その他 3.6%

繰出金 9.2%

補助費等 7.5%

物件費 10.6%

単独事業費 5.6%

補助事業費 16.5%
公債費 10.3%

人件費 18.1%

扶助費 18.4%



年度　

（注）１　H13以降、全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除く。

（注）２　H5及びH6の数値は、ＮＴＴ債償還金を除く。

年度　

（注）１　H13以降、全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除く。

（注）２　H5及びH6の数値は、ＮＴＴ債償還金を除く。

第８図　性質別歳出決算額構成比（都市・町村別）

第９図　普通建設事業費（補助）の構成比の推移

第１０図　普通建設事業費（単独）の構成比の推移
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（３） 　一般財源等の充当状況

第６表　一般財源等の充当状況

決算額 構成比 構成比 構成比 決算額 構成比 増減率 寄与率

義務的経費 181,163,587 51.0 54.6 42.8 181,718,085 52.6 △ 0.3 △ 5.5 △ 1.0

　　人件費 94,347,178 26.6 27.5 24.4 96,106,149 27.8 △ 1.8 △ 17.6 △ 3.2

　　扶助費 32,488,390 9.1 11.4 3.9 31,677,372 9.2 2.6 8.1 3.1

　　公債費 54,328,019 15.3 15.7 14.5 53,934,564 15.6 0.7 3.9 0.9

投資的経費 18,389,148 5.2 4.2 7.5 18,059,564 5.2 1.8 3.3 △ 8.7

　うち普通建設事業費 18,259,066 5.1 4.2 7.4 17,700,627 5.1 3.2 5.6 △ 9.5

　　うち補助事業費 4,835,767 1.4 1.2 1.6 4,132,741 1.2 17.0 7.0 △ 6.3

　　うち単独事業費 12,914,400 3.6 2.8 5.7 12,987,529 3.8 △ 0.6 △ 0.7 △ 10.6

その他経費 136,747,001 38.5 36.3 43.7 131,965,113 38.2 3.6 47.7 5.1

　うち物件費 47,171,607 13.3 12.9 14.2 44,898,739 13.0 5.1 22.7 4.3

　うち補助費等 29,517,673 8.3 6.8 11.7 28,536,099 8.3 3.4 9.8 3.3

　うち積立金 13,588,985 3.8 3.1 5.5 14,173,132 4.1 △ 4.1 △ 5.8 13.2

　うち繰出金 44,154,260 12.4 12.8 11.6 41,714,926 12.1 5.8 24.4 7.9

336,299,736 94.7 95.0 93.9 331,742,762 96.1 1.4 45.5 0.9

18,952,257 5.3 5.0 6.1 13,494,629 3.9 40.4 54.5 △ 11.5

355,251,993 100.0 100.0 100.0 345,237,391 100.0 2.9 100.0 0.3

（注）１　全国データとの関係から、平成１９年度との比較である（全国は、大都市、特別区、中核市及び特例市を含む）。

（注）２　各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。

△ 554,498

4,781,888

2,272,868

2,439,334

4,556,974

（注）１　一般財源等とは、一般財源のほかにその使途が制約されていない収入額の合算額である。
（注）２　補助事業費は、国直轄事業負担金及び受託事業費を除く。
（注）３　単独事業費は、県営事業負担金、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費を除く。
（注）４　構成比については、各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。

第１１図　平成１９年度における一般財源等の充当状況（全国・沖縄）

7,995,514

1,745,380

町村

 　一般財源等の総額は、３５５，２５２百万円で、前年度に比較し、１０,０１５百万円、２．９％の増となってい

る。各性質別経費に対する一般財源等の充当状況（構成比）をみると、義務的経費充当分が５１．０％で最

も高く、うち人件費が２６．６％、扶助費が９．１％、公債費が１５．３％となっている。また、投資的経費充当

分は、５．２％で、うち普通建設事業費の補助事業費が１．４％、単独事業費が３．６％となっている。その他

経費充当分は３８．５％となっている。

 　なお、平成１９年度の決算額で、義務的経費に係る一般財源等の充当状況（構成比）を全国（平成１９年

度）と比較してみると、全国の５２．１％（うち人件費２６．５％、扶助費７．８％、公債費１７．７％）に対し、本

県は５２．６％（うち人件費２７．８％、扶助費９．２％、公債費１５．６％）と０．５ポイント高くなっている。
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５ 　主な財政指標

（１）　財政力指数の状況

（２）　経常収支比率の状況

第７表　経常収支比率等の推移
（単位：％）

平成３年度 10.8 －

平成４年度 10.4 －

平成５年度 10.0 －

平成６年度 9.9 －

平成７年度 9.9 －

平成８年度 10.1 －

平成９年度 10.3 －

平成１０年度 10.5 －

平成１１年度 10.8 －

平成１２年度 11.0 －

平成１３年度 11.2 －

平成１４年度 11.4 －

平成１５年度 11.6 －

平成１６年度 11.8 －

平成１７年度 11.8 14.4

平成１８年度 11.8 13.6

平成１９年度 11.4 13.5

平成２０年度 10.9 13.2

都　市 11.5 13.7

町　村 9.4 12.1

（注）３　平成１８年度以降の経常収支比率、起債制限比率、実質公債費比率は加重平均であり、それ以外の比率はすべて単純平均である。
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　 財政力指数は、地方交付税の算出に用いられた基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過

去３カ年の平均値で、地方公共団体の財政力を示す指数である。本県の平成２０年度の財政力指数は

０．３５で、全国平均（Ｈ１９：０．５５）の６割程度となっている。

 　都市・町村別でみると、都市０．５２、町村０．２９となっており、都市・町村間の格差は大きい。また、離

島市町村だけをみると、０．１７と県平均を大きく下回っており、特に小規模離島町村では、２団体が０．１

を下回るなど厳しい状況にある。

　 経常収支比率は、地方税、普通交付税などの経常的な収入に対する人件費、公債費、扶助費等の毎
年度経常的に支出される経費に充当される一般財源の割合で、財政構造の弾力性を示す指標となって
おり、通常、都市７５％、町村７０％程度が適正とされている。
 　本県の経常収支比率（減税補てん債及び臨時財政対策債込み）は８９．０％で、前年度（９０．４％）に
比較し、１．４ポイント改善したが、１２市町村が９０％以上となっている。
　 主な内訳をみると、人件費が２９．７％（Ｈ１９：３１．２％）で最も高く、次いで公債費１７．６％（同１８．１
％）、物件費１２．９％（同１２．７％）、繰出金１０．４％（同９．６％）、補助費等７．２％（同７．４％）、の順と
なっている。
 　なお、本県の平成２０年度の経常収支比率を全国平均（Ｈ１９：９２．０％）と比較すると３．０ポイント低く
なっている。近年、全国平均を下回る傾向にあるものの、通常適正とされる数値を大幅に上回っており、
財政の硬直状態は続いている状況にある。

年　　　度
人件費 扶助費 公債費 物件費

第１２図　財政力指数の全国比較

財政力
指数

（注）１　全国の数値は大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。財政力指数は３カ年平均である。

15.1

15.9

11.815.0

12.3

（注）２　各数値は単純平均である。以下、同じ。

経 常 収 支
比 率

公債費
比率

公債費
負担比率

（注）２　平成１３年度以降の経常収支比率は、減税補てん債及び臨時財政対策債込みの数値である。

35.3 3.2 19.6 12.3

（注）１　平成１２年度の経常収支比率は、減税補てん債込みの数値である。
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第８表　経常収支比率の段階区分別団体数の状況

区　分 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村

70%未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

70%以上75%未満 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 1 1

75%以上80%未満 1 3 4 0 3 3 1 1 2 0 1 1 0 1 1 0 2 2 0 3 3 0 4 4

80%以上85%未満 2 11 13 4 6 10 3 7 10 2 3 5 1 3 4 0 2 2 0 4 4 2 5 7

85%以上90%未満 4 17 21 3 18 21 3 15 18 4 13 17 5 11 16 6 14 20 3 10 13 5 12 17

90%以上95%未満 3 10 13 2 9 11 3 11 14 1 12 13 2 5 7 4 4 8 7 7 14 3 4 7

95%以上 0 1 1 2 5 7 1 7 8 4 12 16 3 10 13 1 7 8 1 5 6 1 4 5

 

年度

（注）１　全国は、大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。

（注）２　平成１２年度の比率は、減税補てん債込みの数値である。

（注）３　平成１３年度以降の比率は、減税補てん債及び臨時財政対策債込みの数値である。

（注）４　平成１７年度までの比率は単純平均、平成１８年度以降の比率は加重平均である。

（３）　起債制限比率の状況

第９表　起債制限比率の段階区分別団体数の状況

区　分 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村 市 町村

5%未満 0 3 3 0 1 1 0 1 1 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 2 2 0 3 3

5%以上10%未満 0 14 14 1 15 16 1 13 14 1 11 12 0 7 7 0 8 8 2 10 12 3 12 15

10%以上14%未満 6 22 28 6 21 27 6 18 24 6 16 22 8 13 21 10 13 23 8 12 20 8 9 17

14%以上18%未満 4 2 6 4 2 6 4 6 10 4 9 13 3 3 6 1 2 3 1 3 4 0 4 4

18%以上20%未満 0 1 1 0 1 1 0 2 2 0 0 0 0 3 3 0 1 1 0 1 1 0 0 0

20%以上25%未満 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 1 1 0 3 3 0 2 2 0 2 2

25%以上 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注）１　全国は、大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。

（注）２　平成６年度以前の全国については、「市町村別決算状況調」（旧自治省（現総務省）発行）に記載されていない。

（注）３　平成１７年度までの比率は単純平均、平成１８年度以降の比率は加重平均である。

平成１３年度

　地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず,毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費(普通交付税が措置さ
れるものを除く。）に充当されたものの占める割合の過去３年度間の平均値である。
　平成２０年度決算に基づく起債制限比率は１０．９％（加重平均）となっており、分子にあたる公債費一般財源充当額等は増
加したものの、分母にあたる普通交付税、標準税収入額等が増加したことにより、前年度より０．５ポイント低下した。

平成１７年度年　度

平成２０年度

（注）２　平成１３年度以降の区分は、減税補てん債及び臨時財政対策債込みの経常収支比率による。

（単位：％）第１３図　経常収支比率の全国比較

平成１８年度 平成１９年度

（注）１　平成１２年度の区分は、減税補てん債込みの経常収支比率による。

（注）３　平成１９年度以降の区分は、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債込みの経常収支比率による。

年　度 平成１６年度平成１４年度 平成１５年度 平成１７年度

平成１９年度 平成２０年度平成１３年度 平成１４年度

第１４図　起債制限比率の全国比較
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６ 　将来にわたる財政負担

（１） 　地方債の状況

第１０表　地方債現在高の状況

地方債現在高(A)

増減率(%)

標準財政規模(B)

（注）平成２０年度の標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額を含んだ額である。

（単位：百万円）

（注）平成２０年度の標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額を含んだ額である。

（２） 　債務負担行為の状況

第１１表　債務負担行為額（翌年度以降支出予定額）の状況

（注）平成２０年度の標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額を含んだ額である。

 　平成２０年度末地方債現在高は、５３９，７６０百万円で、前年度末（５３８，０８２百万円）に比較し、１，６７８

百万円、０．３％の増となった。

　 近年、投資的経費の縮減に伴い一般単独事業債等が減少している一方、臨時財政対策債分が増加して

いる。

　平成２０年度末における債務負担行為による翌年度以降支出予定額は、４７，６８０百万円で、前年度（５

２，０８５百万円）に比較し、４，４０５百万円、８．５％の減となっている。

　近年減少傾向にあるが、地方債と同様、将来の財政負担を生ずる債務負担行為についても十分に留意

する必要がある。
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1.1

207,301,213
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第１５図　地方債現在高の推移
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（３）　積立金の状況

第１２表　積立金現在高の状況

平成１９年度末 平成２０年度末 平成１９年度末 平成２０年度末 平成１９年度末 平成２０年度末

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

積立金現在高 (A) 50,546,422 7.6 50,238,191 △ 0.6 46,299,310 15.9 46,901,179 1.3 96,845,732 11.4 97,139,370 0.3

13,685,961 6.4 16,310,660 19.2 18,466,861 18.2 20,847,234 12.9 32,152,822 12.9 37,157,894 15.6

１団体あたり財調基金 1,244,178 6.4 1,482,787 19.2 615,562 18.2 694,908 12.9 784,215 28.4 906,290 15.6

4,533,852 0.8 4,790,508 5.7 4,596,433 0.9 4,455,385 △ 3.1 9,130,285 0.9 9,245,893 1.3

32,326,609 9.1 29,137,023 △ 9.9 23,236,016 17.6 21,598,560 △ 7.0 55,562,625 12.5 50,735,583 △ 8.7

（注）平成２０年度の標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額を含んだ額である。

287,741,239

　 積立金の平成２０年度末現在高は、９７，１３９百万円で、前年度末（９６，８４６百万円）に比較し、２９４百万円、０．３％の増と

なっている。

 　その内訳をみると、財政調整基金が３７，１５８百万円で、前年度に比較し、５，００５百万円、１５．６％の増、減債基金が

９，２４６百万円で、１１６百万円、１．３％の増、その他特定目的基金が５０，７３６百万円で、４，８２７百万円、８．７％の減となっ

ている。

　 総額で見た場合の積立金現在高は増加しているが、市町村によっては、年度間の財政の調整機能を担っている財政調整基

金や、地方債の償還財源に充てられる減債基金の残高がほとんどない団体も見受けられる。

その他特定目的基金

区　　　　　　分

（単位：千円、％）

都　　市　　計 町　　村　　計 市　町　村　計

標準財政規模 (B) 195,498,772

財政調整基金

減債基金

35.8

80,440,026 270,328,492207,301,213 74,829,720

標準財政規模に対する倍率
(A)/(B)*100 33.825.9 24.2 61.9 58.3

　 第１６図　 積立金現在高の推移空欄

84,695

100,771
94,880 93,894 91,693 91,698

86,863 84,490 86,930

96,846 97,139

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

積立金現在高

単位：百万円



７　むすび

  平成２０年度の市町村の普通会計決算額は、歳入が地方税や地方交付税の増加等により

対前年度１.３％の増、歳出が人件費や公債費、普通建設事業費の減少などにより対前年度

０.７％の減となった。歳入は３年連続増加、歳出は２年ぶりに減少している。

　

　実質収支総額は１１，２７８百万円（Ｈ１９：１０，３７６百万円）の黒字となっており、４１市町村

すべてにおいて黒字となった。

　

　一方、経常収支比率については、地方税と地方交付税が増加したことによって前年度

（９０．４％）より１．４ポイント改善し８９．０％となったものの、通常適正とされる数値（都市

７５％、町村７０％程度）よりも高く、依然として財政は硬直化している状況にあるといえる。

　また、地方債現在高については、前年度まで減少していたものの、平成２０年度決算におい

て３年ぶりに増加した。

　自主財源比率については、財産収入が大幅に減少したことにより、前年度（３７．４％）より

１．３ポイント減少し３６．１％となった。全国平均（Ｈ１９：５０．２％）と比較すると依然として大

きな開きがあり、財源の大半を地方交付税や国庫支出金等に依存した脆弱な財政構造と

なっている。こうした中で社会保障関係経費の増大等に対応しなければならず、市町村の財

政運営は厳しい状況となっている。

　各市町村においては、「集中改革プラン」に基づき、地方税等の歳入の確保や、職員削減等

により歳出の削減を図るなど各種行財政改革に取り組んでいるところであるが、今後もこうし

た行財政改革への取組を着実に推進するとともに、中・長期的な視点に立った財政運営を行

い、行財政基盤の強化に努めていくことが求められている。


